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（出資承継勘定） （単位：円）

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 1,787,856,519
有価証券 3,840,000,000
受取手形 3,111,621
売掛金 29,276,412
たな卸資産 17,450,324
前払費用 341,448
未収収益 10,285,906
未収入金 34,140,096
前払金 252,067
　貸倒引当金（△） △ 376,244
　　流動資産合計 5,722,338,149

Ⅱ固定資産
 １有形固定資産

建物 1,195,494,856
　減価償却累計額 △ 655,699,671
　減損損失累計額 △ 77,919,615 461,875,570
構築物 37,920,767
　減価償却累計額 △ 35,150,847 2,769,920
機械装置 56,722,000
　減価償却累計額 △ 53,888,119 2,833,881
車両運搬具 820,076
　減価償却累計額 △ 776,064 44,012
工具器具備品 136,801,494
　減価償却累計額 △ 130,124,487 6,677,007
土地 185,039,443
　　　有形固定資産合計 659,239,833

 ２無形固定資産
ソフトウェア 399,267
電話加入権 1,558,400
商標権 130,560
　　　無形固定資産合計 2,088,227

 ３投資その他の資産
投資有価証券 1,174,420,749
関係会社株式 517,475,199
出資金 808,600
敷金保証金 14,018,000
長期前払費用 461,638
　　　投資その他の資産合計 1,707,184,186
　固定資産合計 2,368,512,246
　　資産合計 8,090,850,395

負債の部
 Ⅰ流動負債

一年以内返済予定長期借入金 49,956,000
支払手形 38,090,785
買掛金 22,649,033
未払金 8,355,448
未払法人税等 4,104,100
未払消費税等 2,686,900
前受金 6,197,860
預り金 251,738
引当金
　賞与引当金 1,238,892 1,238,892
　流動負債合計 133,530,756

 Ⅱ固定負債
長期借入金 58,502,000
受入保証金 11,372,485
引当金
　退職給付引当金 40,515,761 40,515,761
　固定負債合計 110,390,246
　　負債合計 243,921,002

純資産の部
 Ⅰ資本金

政府出資金 7,863,671,779
日本政策投資銀行出資金 1,000,000,000
　資本金合計 8,863,671,779

 Ⅱ連結剰余金 △ 1,322,599,837
 Ⅲ少数株主持分 305,857,451

　　純資産合計 7,846,929,393
　　　負債純資産合計 8,090,850,395

連結貸借対照表
（平成22年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

経常費用
経営基盤強化業務費

商品等売上原価 263,025,763
投資有価証券評価損 6,711,080
出資金損失 512,705,656
役員給 242,464
給与賞与諸手当 10,186,925
法定福利費 966,510
賞与引当金繰入額 1,022,177
退職給付費用 465,947
その他経営基盤強化業務費 6,190,237 801,516,759

一般管理費
役員給 9,469,639
給与賞与諸手当 53,729,522
法定福利費 5,929,247
賞与引当金繰入額 178,153
退職給付費用 878,635
業務委託費・報酬費 31,823,675
通信運搬費 18,610,182
賃借料 17,181,912
水道光熱費 14,543,862
雑費 29,928,023
減価償却費 19,820,298
その他一般管理費 33,724,519 235,817,667

財務費用
支払利息 2,302,049 2,302,049

その他
雑損 9,433 9,433
 経常費用合計 1,039,645,908

経常収益
補助金等収益 33,595,264
資産運用収入 7,020,000
受託収入  

国又は地方公共団体からの受託収入 41,674,024 41,674,024
その他収入 448,402,261
不動産賃貸事業収入 58,804,127
財務収益

受取利息 14,915,567
有価証券利息 10,608,748 25,524,315

雑益 1,482,631
持分法投資利益 2,552,958
 経常収益合計 619,055,580

経常損失 420,590,328

臨時損失
固定資産除却損 27,349
投資有価証券売却損 1,950,000
 臨時損失合計 1,977,349

税金等調整前当期純損失 422,567,677
法人税、住民税及び事業税 4,116,566
少数株主利益 37,799,408
当期純損失 464,483,651
当期総損失 464,483,651

連結損益計算書
（平成21年4月1日～平成22年3月31日）
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(出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　商品又はサービスの購入による支出 △ 410,019,714
　人件費支出 △ 85,204,863
　出資事業支出 △ 12,000,000
　消費税等納付額 △ 3,504,700
　出資事業収入 315,114,883
　不動産賃貸料収入 58,309,884
　補助金等収入 51,102,583
　国又は地方公共団体からの受託収入 61,267,961
　消費税等還付額 1,418,356
　その他の業務収入 476,483,611
　　　　小計 452,968,001
　利息及び配当金の受取額 19,658,258
　利息の支払額 △ 2,269,687
　法人税等の還付額 563,324
業務活動によるキャッシュ・フロー 470,919,896

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　有価証券の取得による支出 △ 5,050,000,000
　有価証券の売却による収入 1,210,000,000
　有形固定資産の取得による支出 △ 1,481,980
　定期預金の預入による支出 △ 9,230,000,000
　定期預金の払戻による収入 12,720,000,000
　その他の投資活動による支出 △ 781,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 352,262,980

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の返済による支出 △ 15,000,000
　長期借入金の返済による支出 △ 49,956,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 64,956,000

Ⅳ　資金増加額 53,700,916
Ⅴ　資金期首残高 132,155,603
Ⅵ　資金期末残高 185,856,519

連結キャッシュ・フロー計算書
（平成21年4月1日～平成22年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　連結剰余金期首残高 △ 858,116,186

Ⅱ　連結剰余金増加高 -                      

Ⅲ　連結剰余金減少高 -                      

Ⅳ　当期総損失 464,483,651

Ⅴ　連結剰余金期末残高 △ 1,322,599,837

連結剰余金計算書
（平成21年4月1日～平成22年3月31日）
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Ⅰ 重要な会計方針 

 

１．連結の範囲等 

（１） 連結の範囲に関する事項 

連結特定関連会社の数   ２社 

特定関連会社名 

株式会社 今治繊維リソースセンター 

株式会社 繊維リソースいしかわ 

 

（２） 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数   ４社 

   会社名 

      株式会社 マイントピア別子 

      株式会社 あいおいアクアポリス 

      株式会社 大阪繊維リソースセンター 

      株式会社 浜松ファッション・コミュニティセンター 

 

２．連結決算日 

特定関連会社の事業年度末日はいずれも３月３１日であります。 

 

３．減価償却の会計処理方法 

（１） 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８年～４７年 

構築物 ５年～５２年 

機械装置 

車両運搬具 

７年 

３年 

工具器具備品 ２年～６０年 

 

（２） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

商標権 １０年 
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法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 

４．引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

債権の貸倒に対する損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、

回収不能見込額を計上しております。 

 

（２） 賞与引当金 

役員及び職員等に対する賞与の支払いにあてるため、将来の支払見込額のうち 

当連結会計年度に発生した額を計上しております。 

 

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員等への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上しております。 

数理計算上の差異は、発生した連結会計年度に全額費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その3）」（企業会計

基準第 19 号 平成 20 年 7 月 31 日）を適用しております。 

この結果、損益に与える影響はありません。 

 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１） 満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

 

（２） その他有価証券 

時価のない株式については、移動平均法に基づく原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

 

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１） 商品 

個別法による低価法によっております。 

（２）原材料 
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個別法による低価法によっております。 

（会計方針の変更） 

たな卸資産の評価基準及び評価方法については、前連結会計年度まで最終仕入原

価法による原価法を採用しておりましたが、当連結会計年度より個別法による低価法に

変更しております。この変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽

微であります。 

 

８．消費税等の会計処理 

当機構の消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

なお、連結される特定関連会社の消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

 

９．特定関連会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結の範囲に含めた特定関連会社の資産及び負債の評価に関しては、全面時価評

価法を採用しております。 

 

（追加情報） 
 当連結会計年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂に

ついて」（独立行政法人会計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法 

制・公会計部会 平成 22年 3月 30 日）及び「『独立行政法人会計基準』及び『独立 

行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日 

本公認会計士協会 平成 22年 4月））を適用しております。 

   ただし、資産除去債務に関する規定は平成 22連結事業年度から適用することと 

しております。 

  （１）金融商品の時価等の開示に関する注記 

  上記改訂に伴い、当連結事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第 10号 平成 20年 3月 10 日）及び「金融商品の時価等の開示に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 平成 20 年 3 月 10 日）を適用して

おります。 
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Ⅱ 注記事項 

［連結貸借対照表関係］ 

１．担保提供資産 

担保提供している資産は以下のとおりであります。 

土地 185,039,443 円 

建物 371,651,088 円 

構築物 2,769,920 円 

合計 559,460,451 円 

上記に対応する債務は以下のとおりであります。 

一年以内返済予定長期借入金 49,956,000 円 

長期借入金 58,502,000 円 

合計 108,458,000 円 

 

２．保証債務等 

   独立行政法人都市再生機構が承継した地域振興整備債券 1,700,000,000 円について、

当機構が連帯して債務を負っております。 

 

 

［連結損益計算書関係］ 

１．その他経営基盤強化業務費の内訳は、次のとおりであります。 

嘱託・臨時職員給与 3,496,097 円 

旅費交通費 678,175 円 

業務委託費・報酬費 262,527 円 

通信運搬費 9,732 円 

賃借料 1,652,326 円 

水道光熱費 54,180 円 

保守修繕費 8,361 円 

租税公課 126 円 

消耗品費・備品費 4,270 円 

雑費 6,149 円 

研修活動費 9,114 円 

諸謝金 6,441 円 

印刷製本費 2,739 円 

合計 6,190,237 円 
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２．その他一般管理費の内訳は、次のとおりであります。 

嘱託･臨時職員給与 232,922 円 

福利厚生費 822,031 円 

旅費交通費 9,231,977 円 

保険料 665,319 円 

保守修繕費 1,951,072 円 

租税公課 8,246,756 円 

支払手数料 4,491,327 円 

消耗品費・備品費 4,075,436 円 

交際費 104,571 円 

広告宣伝費 1,347,786 円 

会議費 1,259,745 円 

研修活動費 43,836 円 

諸謝金 29,471 円 

印刷製本費 17,214 円 

貸倒損失 828,812 円 

貸倒引当金繰入 376,244 円 

     合計 33,724,519 円 

 

 

［連結キャッシュ・フロー計算書関係］ 

資金の期末残高の連結貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 1,787,856,519 円 

定期預金 △1,602,000,000 円 

資金期末残高 185,856,519 円 

 

 

［退職給付関係］ 

１．採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しておりま

す。また、確定拠出型の制度として、中小企業退職金共済制度を採用しております。 

 

 

２．退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △53,895,177 円 
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② 年金資産 13,379,416 円 

③ 未積立退職給付債務 （①＋②） △40,515,761 円 

④ 未認識数理計算上の差異 0 円 

⑤ 未認識過去勤務債務 0 円 

⑥ 退職給付引当金 （③＋④＋⑤） △40,515,761 円 

 

 

３．退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用（注１、注４） 2,400,993 円 

② 利息費用 1,077,571 円 

③ 期待運用収益 △29,978 円 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 （注２） △2,104,004 円 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 0 円 

⑥ 退職手当（注３） 0 円 

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 1,344,582 円 

（注１） 勤務費用から、厚生年金基金に対する役職員等拠出額を控除しており

ます。 

（注２） 数理計算上の差異の費用処理額には、勘定間の人員異動に伴う増減

も含まれております。 

（注３） 退職手当は、引当外退職給付に係る当連結会計年度の支給額でありま

す。 

（注４） 中小企業退職金共済制度に基づく拠出額は、798,680 円であります。 

 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間按分方法   期間定額基準 

② 割引率                    ２．０％ 

③ 期待運用収益率              ０．２５％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数     発生連結会計年度に全額費用処理 
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［金融商品関係］ 

 １．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当機構は、資金運用については「独立行政法人通則法」等に基づき運用の安全性・

確実性を確保し、また決済資金等の資金需要に備えられるよう流動性を確保するととも

に、収益稼得のための効率性・収益性をできるだけ確保することとしております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

保有する金融資産は主として満期保有目的で所有している債券及び譲渡性預金で

あり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。これらにつ

いては「独立行政法人中小企業基盤整備機構余裕金運用要領」に基づき、国債、地

方債及び政府保証債並びにそれ以外で信用ある格付機関のいずれかにより「Ａ」以上

の格付けを得ている銘柄の債券の取得をしており、取得後にいずれの格付機関による

格付も「Ａ」未満となった債券については、必要に応じて適切な手段を講じることとして

おります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含めておりません（（注２）参照）。 

（単位：円） 

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,787,856,519 1,787,856,519 － 

(2) 有価証券及び投資有価証券 

① 満期保有目的の債券 

 

3,840,000,000 

 

3,840,000,000 

 

－ 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

（１）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳 

簿価額によっております。 

（2）有価証券及び投資有価証券 

①満期保有目的の債券 

満期保有目的の債券（譲渡性預金）は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額 

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（注２）関係会社株式及びその他有価証券（非上場株式、連結貸借対照表計上額

1,691,895,948 円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(2)有価証券及び投資有価

証券」には含めておりません。 
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Ⅲ 重要な債務負担行為 

投資事業有限責任組合契約により、組合から出資履行請求を受けた際に契約で定め

られた出資約束金額を限度に出資を行う義務を負っているが、このうち未だ請求がなく、

未履行の金額は、128,500,000 円であります。 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

    該当ありません 

 

Ⅴ  その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 

    該当ありません。 
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連結附属明細書

（単位　：　円）

当期償却額 当期損益内 当期損益外
建物 1,195,037,876     456,980            -                    1,195,494,856     655,699,671   16,676,034     77,919,615 -              -              461,875,570     
構築物 37,920,767         -                    -                    37,920,767         35,150,847     758,517         -              -              -              2,769,920         
機械装置 56,722,000         -                    -                    56,722,000         53,888,119     267,769         -              -              -              2,833,881         
車両運搬具 820,076             -                    -                    820,076            776,064         273,905         -              -              -              44,012            
工具器具備品 136,687,994        1,025,000         911,500           136,801,494       130,124,487   1,683,994       -              -              -              6,677,007         

計 1,427,188,713     1,481,980         911,500           1,427,759,193     875,639,188   19,660,219     77,919,615 -              -              474,200,390     
土地 185,039,443        -                    -                    185,039,443       -                 -                  -              -              -              185,039,443     

計 185,039,443        -                    -                    185,039,443       -                 -                  -              -              -              185,039,443     
建物 1,195,037,876     456,980            -                    1,195,494,856     655,699,671   16,676,034     77,919,615 -              -              461,875,570     
構築物 37,920,767         -                    -                    37,920,767         35,150,847     758,517         -              -              -              2,769,920         
機械装置 56,722,000         -                    -                    56,722,000         53,888,119     267,769         -              -              -              2,833,881         
車両運搬具 820,076             -                    -                    820,076            776,064         273,905         -              -              -              44,012            
工具器具備品 136,687,994        1,025,000         911,500           136,801,494       130,124,487   1,683,994       -              -              -              6,677,007         
土地 185,039,443        -                    -                    185,039,443       -                 -                  -              -              -              185,039,443     

計 1,612,228,156     1,481,980         911,500           1,612,798,636     875,639,188   19,660,219     77,919,615 -              -              659,239,833     
ソフトウェア 598,900             -                    -                    598,900            199,633         119,780         -              -              -              399,267           
商標権 372,354             -                    -                    372,354            241,794         40,299           -              -              -              130,560           

計 971,254             -                    -                    971,254            441,427         160,079         -              -              -              529,827           
電話加入権 1,558,400           -                    -                    1,558,400          -                 -                  -              -              -              1,558,400         

計 1,558,400           -                    -                    1,558,400          -                 -                  -              -              -              1,558,400         
ソフトウェア 598,900             -                    -                    598,900            199,633         119,780         -              -              -              399,267           
電話加入権 1,558,400           -                    -                    1,558,400          -                 -                  -              -              -              1,558,400         
商標権 372,354             -                    -                    372,354            241,794         40,299           -              -              -              130,560           

計 2,529,654           -                    -                    2,529,654          441,427         160,079         -              -              -              2,088,227         
投資有価証券 1,991,882,368     12,000,000        829,461,619     1,174,420,749     1,174,420,749   注
関係会社株式 514,922,241        2,552,958         -                    517,475,199       517,475,199     
出資金 27,600               781,000            -                    808,600            808,600           
敷金保証金 14,018,000         -                    -                    14,018,000         14,018,000       
長期前払費用 -                      461,638            -                    461,638            461,638           

計 2,520,850,209     15,795,596        829,461,619     1,707,184,186     1,707,184,186   
（注）　当期増加額は投資事業有限責任組合への出資（12,000,000円）によるものであり、当期減少額は主に投資事業有限責任組合からの分配金（305,244,883円）及び当期損益に含まれた
　　　投資事業有限責任組合への出資金に係る評価損（512,705,656円）によるものであります。

２．たな卸資産の明細
（単位　：　円）

商品等 6,104,114               273,725,271        -                    262,379,061     -                     17,450,324     
計 6,104,114               273,725,271        -                    262,379,061     -                     17,450,324     

当期増加額 当期減少額
摘　要 当期購入・製造・

振替
その他 払出・振替

期末残高
その他

種　類 期首残高

非償却資産

無形固定資産
合計

投資その他の
資産

有形固定資産
（償却費損益内）

有形固定資産
合計

非償却資産

無形固定資産
（償却費損益内）

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 

減価償却累計額 減損損失累計額
差引期末残高 摘　　要期末残高資産の種類 当期減少額期首残高 当期増加額



124

３．有価証券の明細
（１）流動資産として計上された有価証券 （単位　：　円）

区　分 種類及び銘柄 取得価額 券面総額
連結貸借対照表

計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

譲渡性預金（りそな銀行） 340,000,000 340,000,000 340,000,000 －

譲渡性預金（新生銀行） 3,500,000,000 3,500,000,000 3,500,000,000 －

計 3,840,000,000 3,840,000,000 3,840,000,000 －

（２）投資その他の資産として計上された有価証券 （単位　：　円）

区　分 銘柄 取得価額
純資産に持分割
合を乗じた価額

連結貸借対照表
計上額

当期費用に含ま
れた評価差額

〈特定出資法人出資〉 265,338,370 84,773,259 84,773,259 △ 180,565,111  

㈱マイントピア別子 50,000,000 54,022,982 54,022,982 4,022,982

㈱あいおいアクアポリス 215,338,370 30,750,277 30,750,277 △ 184,588,093

〈繊維産業高度化促進施設整備出資〉 567,365,449 406,927,874 432,701,940 △ 134,663,509  

㈱大阪繊維リソースセンター 145,673,861 △ 25,774,066 － △ 145,673,861

㈱浜松ファッション・コミュニティセンター 421,691,588 432,701,940 432,701,940 11,010,352

計 832,703,819 491,701,133 517,475,199 △ 315,228,620  

種類及び銘柄 取得価額 時価
連結貸借対照表

計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

〈特定出資法人出資〉 43,779,815 － 43,779,815 － －  

㈱井波木彫りの里 43,779,815 － 43,779,815 －

〈繊維産業高度化促進施設整備出資〉 650,000,000 － 650,000,000 － －  

国際ファッションセンター㈱ 650,000,000 － 650,000,000 －

〈ベンチャー企業出資〉 26,726,283 － 20,015,203 △ 6,711,080 －  

㈱テクノエクセル － － － －

㈱ポリューションサイエンシィズ研究所 － － － －

㈱協真エンジニアリング 12,621,197 － 12,621,197 －

スカラ㈱ 10,495,199 － 4,191,394 △ 6,303,805

㈱ネオテニー 818,000 － 818,000 －

㈱ニュークリアス 529,495 － 122,220 △ 407,275

㈱プロテイン・エクスプレス － － － －

㈱ジェネティックラボ 2,262,392 － 2,262,392 －

〈ベンチャーファンド出資〉 973,331,387 － 460,625,731 △ 512,705,656 －  

アイ・ティ・ニセン投資事業有限責任組合 97,281,384 － 54,771,523 △ 42,509,861

ティ・エム・キャップ・ニセン投資事業有限責任組合 104,285,152 － － △ 104,285,152

ワークス投資事業有限責任組合 35,756,317 － 14,518,918 △ 21,237,399

ミレニア二千投資事業有限責任組合 70,997,495 － 43,192,039 △ 27,805,456

大阪ライフサイエンス投資事業有限責任組合 129,165,039 － 152,546,882 23,381,843

東京投資育成産学連携１号投資事業有限責任組合 122,133,019 － 108,498,914 △ 13,634,105

がんばれ日本企業ファンド１号投資事業有限責任組合 413,712,981 － 87,097,455 △ 326,615,526

計 1,693,837,485 － 1,174,420,749 △ 519,416,736

1,691,895,948

（注） １．関係会社株式の「当期費用に含まれた評価差額」欄に記載された金額は、前期に計上された持分法投資損失317,781,578円の戻入益と相殺

　されておりません。

２．関係会社株式及びその他有価証券に記載している区分の内容は以下のとおりであります。

区分

特定出資法人出資 旧産業構造転換円滑化臨時措置法第１６条第１項第２号に基づく出資

繊維産業高度化促進施設整備出資 旧繊維産業構造改善臨時措置法第５８条の２第１項第１号に基づく出資

ベンチャー企業出資 独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成１４年法律第１４７号）（以下「機構法」という。）

附則第９条第１項に基づく出資

ベンチャーファンド出資 機構法附則第９条第１項に基づく出資

４．事業貸付金の明細

　　該当ありません。

５．長期借入金の明細

借入先別の内訳 （単位　：　円）

民間借入金
　伊予銀行 79,174,000 -                      24,996,000 54,178,000 1.725 平成24年5月31日
　広島銀行 39,620,000 -                      12,480,000 27,140,000 1.725 平成24年5月31日
　愛媛銀行 39,620,000 -                      12,480,000 27,140,000 1.725 平成24年5月31日

計 158,414,000 -                      49,956,000 108,458,000 1.725 平成24年5月31日
（注）上記借入金の明細の期末残高は、一年以内返済予定長期借入金が49,956,000円含まれております。

６．債券の明細

　　該当ありません。

返済期限 摘要区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率（％）

摘要

－

その他有価証券

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

連結貸借対照表計上額合計

摘要

満期保有目的債券

根拠法令等

摘要

関係会社株式

その他有価証券評価差額

－

－

－
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７．引当金の明細
（単位　：　円）

賞与引当金 1,323,795 1,238,892 1,323,795 -                  1,238,892
計 1,323,795 1,238,892 1,323,795 -                  1,238,892

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細
（単位　：　円）

受取手形
　　一般債権 7,205,680 △ 4,094,059 3,111,621 42,911 △ 13,714 29,197

小計 7,205,680 △ 4,094,059 3,111,621 42,911 △ 13,714 29,197
売掛金
　　一般債権 55,887,911 △ 26,611,499 29,276,412 286,564 △ 10,525 276,039

小計 55,887,911 △ 26,611,499 29,276,412 286,564 △ 10,525 276,039
未収入金
　　一般債権 69,394,697 △ 35,254,601 34,140,096 18,814 52,194 71,008

小計 69,394,697 △ 35,254,601 34,140,096 18,814 52,194 71,008
その他の流動資産
　　一般債権 882,405 △ 882,405 -                  -                  -                  -                  

小計 882,405 △ 882,405 -                  -                  -                  -                  
計 133,370,693 △ 66,842,564 66,528,129 348,289 27,955 376,244

（注）　貸倒見積高の算定方法は、「Ⅰ重要な会計方針」の「４．引当金の計上基準（１）貸倒引当金」に記載しております。

９．退職給付引当金の明細
（単位　：　円）

53,903,768 1,728,580 1,737,171 53,895,177
退職一時金に
係る債務

21,125,769 524,645 1,309,889 20,340,525

厚生年金基金
に係る債務

32,777,999 1,203,935 427,282 33,554,652

-                  -                  -                  -                  

11,991,250 1,184,295 △ 203,871 13,379,416
41,912,518 544,285 1,941,042 40,515,761

１０．法令に基づく引当金等の明細

　　　該当ありません。

１１．保証債務の明細
（単位：円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

独立行政法人都市再
生機構が承継した地
域振興整備債券に対
する保証債務

－ 1,700,000,000 － - － － － 1,700,000,000 －

(注)独立行政法人都市再生機構が承継した地域振興整備債券は、当機構が連帯して債務を負っております。

区分

摘要
目的使用

当期減少額
期末残高

その他
区　分 期首残高 当期増加額

貸付金等の残高 貸倒引当金の残高
摘要

当期増減額 期末残高期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高

摘要

退職給付債務合計額

当期減少額 期末残高区　分 期首残高 当期増加額

未認識過去勤務債務及び未認識数
理計算上の差異
年金資産
退職給付引当金

保証料収益当期減少 期末残高
区　分

期首残高 当期増加
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１２．資本金及び資本剰余金の明細
（単位　：　円）

政府出資金 7,863,671,779 -                  -                  7,863,671,779
日本政策投資銀行出資金 1,000,000,000 -                  -                  1,000,000,000

計 8,863,671,779 -                  -                  8,863,671,779

１３．積立金の明細

  　　該当ありません。

１４．目的積立金の取崩しの明細

　　  該当ありません。

１５．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　  　該当ありません。

１６．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

１６－１　施設費の明細

　　　該当ありません。

１６－２　補助金等の明細 （単位：円）

建設仮勘定等
資産見返補助

金等
資本剰余金

長期預り補助
金等

収益計上 摘要

その他補助金 33,595,264 -                  -                  -                  -                  33,595,264
計 33,595,264 -                  -                  -                  -                  33,595,264

１７．役員及び職員の給与の明細

　　　法人単位の連結附属明細書に記載しております。

１８．セグメント情報

　　当勘定は、単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しております。

１９．その他の資産、負債、費用及び収益の明細

　　  該当ありません。

２０．信用基金の運用状況の明細

　　　該当ありません。

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘　要

資本金

当期減少額 期末残高区　　分 期首残高 当期増加額
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２１．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

(1)名称、業務の概要、独立行政法人との関係及び役員の氏名
名　　称 業務の概要 当機構との関係

㈱今治繊維リソースセンター 繊維事業者への情報提供等 特定関連会社 代表取締役社長 平尾　浩一郎

取締役 佐伯　隆志
取締役 長野　和幸
取締役 藤高　豊文
取締役 原田　政一
取締役 村上　好胤
取締役 近藤　聖司
取締役 丸山　要
取締役 村上　誠司
常務取締役 木村　忠司
監査役 宇高　福則
監査役 横井　和美

㈱繊維リソースいしかわ 繊維事業者への情報提供等 特定関連会社 取締役会長 谷本　正憲

代表取締役社長 伊藤　靖彦
専務取締役 本庄　直樹
取締役 竹中　博康
取締役 山下　孝明
取締役 梶   　冨次郎
取締役 西　   紀幸
取締役 大宮　睦夫
取締役 上田　高志
取締役 中山　賢一
取締役 大沼　利洋
取締役 石井　銀二郎
取締役 小林　宗太郎
取締役 小川　栄一
取締役 金田　正信
取締役 山口　哲雄
取締役 山本　一人
監査役 八木　孝男
監査役 村上　良平

㈱マイントピア別子
別子銅山跡地を活用した
テーマパークの管理運営

関連会社 代表取締役社長 佐々木　龍

代表取締役 石川　勝行
専務取締役 船越　豪晴
取締役 千田　悦
取締役 菅   　眞
取締役 松島　裕彦
取締役 村上　哲也
取締役 佐伯　要
取締役 神野　耕一
取締役 中山　紘治郎
監査役 野間　豊博
監査役 横川　明英
監査役 近藤　司
監査役 大條　雅久

㈱あいおいアクアポリス 地域産業施設等の管理運営 関連会社 代表取締役会長 谷口　芳紀

代表取締役社長 小西　高男
取締役 森田　文藏
取締役 山田　好秋
取締役 江見　満
取締役 南條　登
常勤監査役 大崎　恒文
監査役 岡﨑　伸一
監査役 片山　壽一

㈱大阪繊維リソースセンター 繊維事業者への情報提供等 関連会社 代表取締役社長 加藤　誠

代表取締役常務 菅原　貞光
取締役 杉本　安史
取締役 神谷　昇
取締役 澤田　隆夫
取締役 外海　達
取締役 樽井　義幸
取締役 轟　俊一
監査役 三木　甯生
監査役 重里　豊彦
監査役 植野　和雄

役員の氏名（独立行政法人での最終職名）　（注）
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名　　称 業務の概要 当機構との関係

㈱浜松ファッション・コミュニティセンター 繊維事業者への情報提供等 関連会社 取締役会長 松下  滿彦

代表取締役社長 辻村　信太郎
取締役 堀川　知廣
取締役 水谷　浩三
取締役 御室　健一郎
取締役 伊藤　修二
取締役 山内　啓司
取締役 岡本　八大
取締役 石田　敏雄
取締役 宮﨑　達郎
取締役 大津　善敬
取締役 小野　昭二
取締役 古橋　敏明
取締役 鈴木　静
取締役 古田　道生
監査役 山本  長行
監査役 渡辺　義孝
監査役 山本　正宏

(注)上表の役員には、当機構の被承継法人である中小企業総合事業団、地域振興整備公団、産業基盤整備基金の役職員経験
　　者はおりません。

(2)特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

出資

役員の氏名（独立行政法人での最終職名）　（注）

【出資承継勘定】

・㈱今治繊維リソースセンター

・㈱繊維リソースいしかわ

・㈱マイントピア別子

・㈱あいおいアクアポリス

・㈱大阪繊維リソースセンター

・㈱浜松ファッション・コミュニティセンター

独
立
行
政
法
人

中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
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２２．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（１）特定関連会社及び関連会社の財務状況 （単位　：　円）

名　　称 資　産 負　債 資本金及び剰余金 営業収入 経常損益 当期損益
当期未処分利益又は
当期未処理損失の額

特定関連会社
　㈱今治繊維リソースセンター 779,721,402 197,981,504 581,739,898 483,906,169 90,354,676 86,218,361 128,387,205
　㈱繊維リソースいしかわ 159,239,450 757,396 158,482,054 98,569,507 895,160 895,160 △ 96,517,946
関連会社
  ㈱マイントピア別子 476,538,146 217,227,831 259,310,315 258,846,460 14,574,138 5,097,500 19,310,315
  ㈱あいおいアクアポリス 143,457,521 51,206,690 92,250,831 312,490,356 2,943,664 1,962,356 △ 1,107,749,169
  ㈱大阪繊維リソースセンター 2,154,723,674 2,253,466,986 △ 98,743,312 339,798,624 △ 25,833,424 △ 27,696,426 △ 2,832,359,672
  ㈱浜松ファッション・コミュニティセンター 1,236,521,421 28,981,122 1,207,540,299 165,928,711 15,549,203 1,420,753 7,540,299
（注）「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用している会社では、「当期未処分利益又は当期未処理損失の額」の欄に貸借対照表の純資産の部
     における繰越利益剰余金の額を記載しております。

（２）関連公益法人等の財務状況

該当ありません。

２３．保有する特定関連会社及び関連会社の株式の明細
（単位　：　円）

取得価額 貸借対照表計上額 取得価額 貸借対照表計上額

特定関連会社
　㈱今治繊維リソースセンター 8,600 196,899,188 196,899,188 -                   -                   196,899,188 196,899,188
　㈱繊維リソースいしかわ 3,400 163,971,701 105,057,929 596,774          -                   163,971,701 105,654,703
関連会社
　㈱マイントピア別子 1,000 50,000,000 50,000,000 -                   -                   50,000,000 50,000,000
　㈱あいおいアクアポリス 8,000 215,338,370 29,768,401 981,876          -                   215,338,370 30,750,277
　㈱大阪繊維リソースセンター 14,400 145,673,861 -                         -                   -                   145,673,861 -                         
　㈱浜松ファッション・コミュニティセンター 8,600 421,691,588 421,691,588 -                   -                   421,691,588 421,691,588

合　　計 1,193,574,708 803,417,106 1,578,650       － 1,193,574,708 804,995,756

２４．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引の状況

２４－１　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

２４－２　独立行政法人が行っている関連会社及び関連公益法人等に対する債務保証の明細

２４－３　特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち独立行政法人との発注等に係る金額及びその割合

　 （単位　：　円）

　 　

競争契約 割合 企画競争・公募 割合 競争性のない随意契約 割合

関連会社

　㈱大阪繊維リソースセンター  339,798,624 11,983,653 3.53% - - - - - -

（注）内訳には、予定価格が国の基準（予算決算及び会計令（昭和２２年勅第１６５号）第９９条に定める基準）を超えないものは含めておりません。

期末残高
当期減少額

名　称 総売上高
金額

所有株式数

　　　該当ありません。

銘　　柄

　　　　　　　　　　内　　　　訳

期首残高
当期増加額

当機構の発注等に係る売上高

　　　該当ありません。

割合




